
速確差の存在 データ入手の限界

＜月次公表の運用方法＞

３次指数の公表は、当月分の実績は翌々月の上旬に公表
（速報）を行うこととし、それまでに確定データの反映
が間に合わないものについては、さらに１か月後の公表
時に反映し（確報）、それでも間に合わないものについ
てはさらにその１か月後の公表時に反映（確々報）する
「３か月運用」を採用。

＜速確差の現状＞

2010年基準における速報から確々報への修正率(2015年7
月分～2017年2月分までの20か月分)の実績を見ると、速
確差ゼロが2か月、0.0％超0.2％以下が13か月、0.2％超
0.5％以下が５か月という結果。当該期間における前月
比平均が0.3％程度であることを考えると、影響は小さ
くない。 ※修正率及び前月比は絶対値で見ている。

＜修正率寄与が特に大きい系列＞

 公表時期が遅いため、速報反映に間に合わないもの
• 生命保険業(生命保険協会の統計)
• 病院・一般診療所（社会保険診療報酬支払基金、

国民健康保険中央会の統計）

 統計に速確差があるもの
• ホテル（観光庁「宿泊・旅行統計」）
• 電気機械器具卸売業(経産省「商業動態統計」)
• 自動車整備業（総務省「家計消費状況調査」）

その１：供給側統計で貫徹していない

３次指数は生産活動を表す統計であるため、本来供給側
統計で貫徹されているべきであるが、需要側統計や労働
統計で代替している系列も存在。

【具体例】
理美容業、洗濯業：家計調査（総務省）
自動車整備業 ：家計消費状況調査（総務省）
廃棄物処理業 ：毎月勤労統計調査（厚労省）
警備業 ：労働力調査（総務省）

その２：十分に捕捉できていない業種がある

特に課題となっている業種は、付加価値、系列数ともに
カバー率が低い教育・学習支援業とサービス業（他に分
類されないもの）。また、ネット通販の供給側指数も捕
捉できていない。

３次指数の精度向上に係る諸課題

付加価値
ベース

産業細分類数
ベース

84.4% 64.4%

F 電気・ガス・熱供給・水道業 85.3% 66.7%
G 情報通信業 91.9% 77.1%
H 運輸業，郵便業 87.0% 48.9%

卸売業 99.8% 98.8%
小売業 98.4% 97.6%

J 金融業，保険業 84.8% 35.0%
K 不動産業，物品賃貸業 83.3% 81.8%
L 学術研究，専門・技術サービス業 61.2% 45.9%
M 宿泊業，飲食サービス業 92.4% 65.2%
N 生活関連サービス業，娯楽業 84.7% 44.4%
O 教育，学習支援業 39.0% 13.3%
P 医療，福祉 75.9% 43.3%
Q 複合サービス事業 96.8% 80.0%
R サービス業（他に分類されないも 47.4% 42.9%

I

産業Ｆ～Ｒの合計（非営利を除く）

捕捉率％

産業分類
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